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過失犯における単独正犯と共同正犯（1）
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はじめに
（1）
本稿は、過失犯における単独正犯（直接正犯十間接正犯）成立の限界、言
（2）
いかえれば、過失同時犯と過失共同正犯の区別基準を検討するものである。
（3）
ドイツとは異なり、我が国では、過失犯に統一的正犯概念が妥当するとの
（4）
見解は、少数説にとどまっている。また、我が国の判例・支配的見解は、限
（5）
縮的正犯概念に立脚した上で、過失犯の共同正犯を肯定し、さらに過失犯の
（6）
間接正犯を認めている。そうすると、過失犯の単独正犯成立の限界を画し
（7）
て、過失犯の共同正犯と区別する必要が生じる。というのも、我が国では、
単独正犯と共同正犯は、その要件だけでなく、法的効果も異なるとされてい
（8）
るからである。
しかし学説上、過失犯における単独正犯と共同正犯の区別は、議論がつく
されてきたとは評価しがたい。その理由は、おそらく単独正犯としても、共
同正犯としても、いずれにせよ可罰的か否かが重要なのであるから、過失共
同正犯と過失単独正犯との区分より、（通説的見解によれば不可罰な）過失
による狭義の共犯と共同正犯との区別の方に重きが置かれるべきであると考
（9）
えられているからである。また、実務的には、ホテル大規模火災、医療事
故、公務員の責任など、過失犯の共同正犯が問題となりそうな局面が多々存
在したが、これらの局面で、過失犯の共同正犯が積極的に運用されてきたわ
けではない。それゆえに、過失単独正犯として処罰が可能であれば、共同正
犯をあえて問題にするまでもないとも考えられてきたからであろう。
しかし、以下のような点で、差異が生じる以上、過失犯においても単独正
犯と共同正犯の区別は必要であると思われる。
第一に、共同正犯の場合には、単独正犯の場合とは異なり、共同者全員を
（10）
あわせて取り除いた形で因果関係を判断すればよいと解されてきた。そのた
めに、単独正犯としては因果関係の証明が出来ない場合であっても、共同正
犯として処罰が可能な領域が存在する。具体的には、欠陥商品の販売を取締
役会にて、取締役の全員一致で決定した場合、仮に取締役の一人が反対して
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も、取締役会としての決定を覆すことは出来ない。その意味で、単独正犯と
しては、処罰出来ないが、取締役らを共同正犯として処罰することが可能で
（1）
ある。
第二に、身分犯の場合、効果に違いが現れる。例えば、身分犯について、
身分のない者の（共同正犯的）加功に、刑法65条1項が適用され、初めて
（12）
可罰的となる場合があることが認められている。つまり、過失身分犯の場合
に、単独犯としては処罰されないが、共同正犯であれば、可罰的な場合が存
（13）
在する。
第三に、単独正犯と共同正犯とでは、公訴時効（刑事訴訟法254条2項）
（14）
や、告訴の効力（刑事訴訟法238条）に違いが生ずる。
なお近時、学説の中には、単独正犯も共同正犯も両者が共に成立する場合
（15）
があることを指摘するものがあるが、それでもなお、単独正犯と共同正犯と
の区別の必要性は失われない。というのも、過失犯においても、限縮的正犯
概念を前提とする以上、共犯は処罰拡張規定であり、単独正犯は成立しない
が共同正犯の成立の余地がある場合が認められる。この場合には、単独正犯
成立の限界が問題となる。そこで、以下では、まず過失犯において、単独正
犯と共同正犯を区別する基準として、いかなる基準が示されてきたのかを参
（16）
照することにする。
第1章過失犯における単独正犯と共同正犯の区別
第1節日本における議論
日本において、過失犯における単独正犯と共同正犯の区別に関しては、現
在、以下の2つの立場が有力であると考えられる。一つは、共同者間に「意
思連絡」が認められるかに着目し、意思連絡が存在すれば共同正犯、存在し
なければ単独正犯（として同時犯）になるという理解であり、もう一つは、
過失犯として義務違反が必要である以上、義務の内容に着目し、単独義務違
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反なら単独正犯、共同義務違反なら共同正犯であると解する立場である。
（1）意思連絡に着目する見解
行為者間の意思連絡に着目し、意思連絡があれば共同正犯、なければ同時
（17）
犯になるとするのは、内田文昭である。内田は、当初、共同正犯の中核であ
る「一部関与の全部責任」の根拠を、行為者間の意思連絡に求め、この観点
（18）
から、意思連絡によって、同時犯と共同正犯を区別していた。その後、過失
共同正犯の中核は、意思連絡そのものにあるのではなく、意思連絡に基づく
｢不注意な行為の共同」にあるとし、さらに暗黙の意識的共働をも認めるこ
（19）
とになった。これによって、意思連絡は、個々の行為を統合して評価する機
能、すなわち共同正犯としての客観的帰責を認めるための機能を有し、さら
（20）
に、単独犯と区別されるべき要件とされることになった。
また、近時、意思連絡を必要とする過失犯の共同正犯肯定説を主張する内
海朋子も、共同実行意思に着目して、単独犯と共同正犯を区別する。共同実
行の意思は、（作為犯の場合）関与者がある危険をコントロールすべく具体
的な措置を執らなければならないこと状況にあることの認識を前提として、
具体的状況下で他者と相互的に行為を利用補充している認識、すなわち、共
同で因果統制に当たっているという事実の認識であり、これに加えて、共
（21）
同実行が認められる時に、過失犯の共同正犯が成立するという。そして、内
海は、共同実行意思が認められ、その意味で、共同正犯が認められる事案で
あっても、さらに、単独正犯も認めることが出来る事例では、どちらで処罰
（2）
することも可能であるとしている。
（2）検討
内田の見解も内海の見解も、意思連絡が認められる場合には、共同正犯を
肯定し、認められない場合には、（基本的には）単独正犯とするものである
が、次のような点で疑問がある。
第一に、単なる意思連絡の存在が、なぜ共同正犯の要件となるのか不明で
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（23）
ある。論者らの主張する、意思連絡は、（心理的）請助が認められる場合に
肯定される「心理的因果性」とその内容がどう異なるのか明らかでない。仮
に心理的請助の場合と同様であるとするのであれば、共同正犯の「一部関与
の全部責任」の根拠として、意思連絡を援用することは出来ないであろう。
第二に、意思連絡に着目し、それがない場合に、（共同正犯から）単独正
犯に戻るのであると考えているのであれば、それは、もはや限縮的正犯概
念に立脚しているとはいえない。すなわち、限縮的正犯概念によれば、各則
条文だけで処罰される単独正犯が成立しない場合に、60条以下の共犯規定を
用いて処罰が拡張されることになるから、まず単独正犯の成立が検討された
後に、はじめて共同正犯が成立するか検討されるべきである。それゆえ、論
者らのように、意思連絡がない（共同正犯でない）からといって、単独正犯
での処罰に戻ることは許されない。論者らは、単独正犯と共同正犯との関係
では、共同正犯を処罰縮小規定であると解し、拡張的正犯概念を承認してし
まっているのと同じであり、妥当ではない。
（3）義務内容に着目する見解
それでは、意思連絡を要求しない肯定説はどのように考えるのであろう
か。近時、共同義務の共同違反説を前提として、義務内容に着目して区別す
（25）
る理解が示されてし磐・本稿では､近時､松宮孝明との論争の中で､義務の
（26）
内容にまで踏み込んだ検討を行う大塚裕史の見解を参照することにする。
彼の見解によれば、過失単独正犯の実行行為は、結果回避義務違反行為で
あり、それゆえ、過失犯の共同正犯における「共同実行」は、結果回避義務
（27）
違反行為を共同することである。この「共同実行」は、共同行為者が相互に
行為を利用補充しあって犯罪を実現することであり、その実体は、各自の行
（28）
為が相互に他者の行為を促進したこと（相互促進性）であるとする。そし
て、相互促進性があることによって認められる相互監視義務は、相互に他方
の行為を監視し結果の実現を阻止しあうという、共同（結果回避）義務の内
容を構成する。言いかえれば、共同義務の内容は、「自らの行為から結果が
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発生するのを回避する義務」及び「相手の行為から結果が発生するのを回避
（29）
する義務」から構成されることになる。
それゆえ、仮に後者の義務を共同義務の内容としないのであれば、過失同
時犯(単独正犯)と過失共同正犯の区別は困難になると淵'｡つまり、(監
督過失の場合を除き）過失単独正犯の場合、結果回避義務の内容は、自らの
行為から結果が発生しないようにする義務であり、過失共同正犯の場合は、
それに加えて相手の行為から結果が発生するのを回避する義務が、内容に加
（31）
わることになる。
（4）検討
しかし、共同義務の内容には、次のような点で疑問がある。
第一に、相互促進性があっても常に相互監視義務を認めるべきではないで
あろう。例えば、危険な製品の発売を決定する取締役会の際に、取締役らが
漫然と「大丈夫であろう」と考え、発売を決定した（もしくは発売済みの製
品の回収を行わなかった）結果として、その製品の利用者が負傷した場合を
考えてみよう。この場合、取締役らに、過失致傷罪の共同正犯が成立するこ
とになろう。しかし、取締役ら相互に促進性が認められたとしても、各取締
役は、他の取締役についてまで監督義務を負い、後見的立場に立たされると
解すべきではないであろう。
第二に、義務の内容の規定方法にも疑問がある。彼の見解によれば、共同
義務は、「自らの行為から結果が発生するのを回避する義務」及び「相手の
行為から結果が発生するのを回避する義務」からなるため、単独犯の場合の
義務を完全に含んでしまっている。そうすると、単独義務の内容と共同義務
の内容の相違に着目して、単独正犯と共同正犯の区別を行うことは、実際
上、（特に複数の過失行為主体が複合的に絡む事案においては）難しいであ
ろう。
このようにして、我が国における過失犯の共同正犯肯定説は、意思連絡に
着目するにしろ、義務内容に着目するにしろ、過失単独正犯との区別に問題
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を抱えていることが判明した。それでは、ドイツにおいては、どのように解
されているのであろうか。節を改めて検討していく。
第2節ドイツにおける議論
ドイツでは、伝統的に、過失犯においては関与類型を区別するメルクマー
ルがない以上、（共同正犯や単独正犯成立の限界を考えない）統一的正犯概
（32）
念が妥当すると考えられてきた。もっとも、少数説たる過失犯の共同正犯肯
（3）
定説の内、以下の2つの立場は、明らかに過失間接正犯との関係を意識して
いると思われる。以下で、順に検討していこう。
(1)Roxmの議論
かつてRO脆加は、過失犯を義務犯であると解し、義務犯における共同正犯
は、決意ではなく、義務に関連づけて決定されるべきであるとして、共同義
務の共同違反(diegemeinsameVerletzungeinergemeinsamenPHicht)を
（34）
もって、過失犯の共同正犯を認めるべきであるとしていた。
(i)過失共同正犯
まず、共同義務の共同違反にいう「共同義務」は、二重の保証(eine
doppelteSicherung)をもたらす。例えば、用心のため、公務員2人が、囚
人の監視を命令されたが、眠り込んだために、囚人が逃走した場合や、子供
の世話に2人の女性がついていたが、両者ともに注意を払わなかったために
子供が負傷した場合が考えてみよう。この場合、一方が、（責任を負わない
ために）他方の不注意を援用することが出来ないのは、共同の義務が、二重
の保証もたらすからであるという。そうでなければ、100人の場合には、各
人が、残り99人の義務違反を完全に予見出来ないことを理由にして、全員が
不注意の場合であっても、ただの一人も当該構成要件の意味における義務違
反的に振る舞っていないとして、免責されることになるが、それは不都合で
（35）
ある。
次に、共同義務は、義務内容が異なる場合でも観念される。つまり、複数
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の義務が、一次的に、同一の対象に向けられているのではなく、一次的義務
と二次的義務が競合するため、ある者が、他者がコントロールしなければな
らない仕事を遂行するという場合にも、共同義務が認められる。例えば、一
方は航空機を製造し、他方は部品が適切に使用されたかを再検査するような
場合、また、一方の医者がオペを行い、もう一人の医者は、それを監督する
ような場合であっても､両者に共同義務が認められるとし鍔'。
(ii)過失間接正犯
R卿"は、さらに過失間接正犯を肯定する。過失間接正犯が肯定される類
型は、3つあるという。
第一は、行為媒介者が非故意的に行為するか責任が欠ける類型である。例
えば、不十分にしか固定されていなかった電柱が倒れ、通行人が死亡した場
合を考えてみよう。この場合、電柱が突風により倒れたのか、あるいは通行
人が寄りかかったため倒れたのかは、転倒した電柱の建造者の過失致死罪の
（37）
成否にとって重要でない。電柱の建造者は、過失致死の間接正犯である。
第二は、ある者の態度に、他者の過失が付け加わることによってのみ結果
が発生する場合である。この場合、以下の2つの場合が観念できるが、共同
正犯の原則である共同義務の共同違反が問題とはならない場合には、間接正
犯となることがある。それは、行為が直接的に危険なのではなく、第三者の
非故意的な態度がつけ加わる場合にのみ危険な場合と、さらなる過失的態度
（38）
がつけ加わる事なくしても、結果が生ずることが予見可能な場合である。
前者の場合に重要なのは、他人の過失的な態度に自らが適合する義務が存
在するかどうかである。ここでは、例えば、近代社会生活を前提とすると、
相手の過失を常に予見できるようにも思われるが、その際に、正犯としての
責任の制限に、義務を限界づける要素として、（判例においても展開された）
信頼の原則(Vertrauensgrundsatz)が役立つ。
後者の場合は、因果経過の逸脱の処理との関係が問題になるが、例えば、
それ自体は致死的ではない傷害の場合に、医師の過失によって引き起こさ
れた因果経過の逸脱は顧盧されるべきであるのに対し、すでに致死的傷害を
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負った者が、病院に運び込まれたが、彼が自然死を遂げる直前に、医師の過
誤によって、彼の死がほんの少し早められた場合、この逸脱は顧慮されず、
(最初に）被害者を傷つけた者は、過失致死の正犯である。
第三は、故意的・答責的に行為する第三者が因果系列に介在した場合であ
る。この場合にも、背後者の過失正犯性が概念的に不可能となるわけではな
い。学説の中には、遡及禁止(RegreBverbot)が働く、因果関係が中断す
る、あるいは正犯は一つしか成立しないとして、背後の過失正犯に反対する
ものがあるが、妥当ではない。故意正犯の介入にも関わらず、結果へと至る
義務侵害が肯定されるか否かは、論理や原則の問題ではなく、立法者が義務
（39）
を要求するかの問題である。
そこで、参照されるべきは、ライヒ裁判所(RGSt64,370)で問題となっ
た次の事例である。既婚男性Wの愛人であるMが毒を手配し、Wがこれに
よって妻を殺害した。愛人Mは、そのことを知らず、是認・認容していた
わけでもない。MとWは、妻が死んだ場合には、結婚しようと話していた
が、毒を調達することについての折衝は長引き、それどころか、愛人Mは、
妻を害さないようにWに告げていた。
この事例においては、故意的な犯行の危険が迫っており、毒の調達は、は
なから社会的に普通ではない。この場合に、法秩序が、愛人Mに毒の調達
目的を確認する義務を課し、調達を断る義務を課していないとする理由はな
いであろう。それゆえに、このような義務に違反した愛人Mには、（故意犯
（40）
利用の）過失間接正犯が成立する。
（2）検討
Roxmは、過失犯のような義務犯の場合には、支配犯（典型的には故意作
為犯）とは異なる正犯の原理が妥当するとして、義務違反性に着目し、共同
（41）
義務の共同違反説を主張した。この共同義務違反は、他者の行為が予見不可
能な場合であっても、なお、共同義務が及ぶ範囲全体についての正犯性を基
（42）
礎づけることになる。しかし、以下の点で疑問がある。
58早稲田大学大学院法研論集第149号(2014)
第一に、共同義務が認められる場合には、他者の義務違反行為を予見でき
ない場合であっても、結果が発生した場合には、全体について共同正犯と
解し、さらに、（おそらく日本の共同義務の共同違反説は否定するであろう）
一次的義務と二次的義務が重なり合う場合にまで共同義務を認める。RO鯏加
は、このように、広範な共同義務の範囲を認めるにもかかわらず、単独義務
とは異なる共同義務について、根拠を示しておらず、それが存在することを
所与の前提にしてしまっている。さらに、その共同義務の限界も明確ではな
(43）
い。それゆえ、単独義務とは区別された共同義務については、十分に明らか
にされたとは言い難い。あくまで、法は、各法律主体に個別に義務を課して
（4）
いると解するべきであろう。
第二に、R卿"は広範な共同義務を肯定するのにもかかわらず、それが認
められない場合であっても、なお、自らの注意義務違反を根拠に単独正犯が
成立しかねない点には問題がある。特に、故意犯を利用する過失間接正犯を
認める結論には、問題があるだろう。
第三に、過失犯は義務犯として、その規範の名宛人が限定されるべきでは
ない。過失犯における注意義務である「社会生活上必要な注意」は、誰に対
（45）
しても向けられていると解すべきである。もっとも、この難点は、おそらく
RO鮒加自身が認識しており、その後、過失犯一般を義務犯とは解さなくなっ
（46）
た。そしてそれにともなって、過失犯の共同正犯否定説に改説し、近時、再
（47）
ぴ（以前とは異なる）肯定説に至っている。
このようにしてみてくると、Rox伽の義務犯性に着目した見解は、過失共
同正犯成立の限界という意味でも、また、間接正犯との区別という意味で
も、明快なものであったとは言い難く、現在、この見解の支持者をドイツに
おいてほとんど見いだせない状況にあるのも容易に理解できる。そこで、以
（48）（49）
下では当時Rox伽が批判した「遡及禁止」を再構成して、過失単独正犯成立
の限界を検討する見解を検討することにする。
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(3)Renzikows灯の議論
Re"z伽切s〃は、過失犯においても限縮的正犯概念を前提として、自律性原
理(Autonomieprinzip)により遡及禁止を基礎づける。すなわち、法益侵
害（ないしその危殆）は、終わりなき原因連鎖の中で、最終的に自律的に行
動する部分として現れる者に対してのみ、彼の仕業として帰属される。それ
ゆえ、（行為媒介者の）自律的な行為が、遡及を禁止する。これとは逆に、
背後者に行為媒介者の犯罪事実を帰責する際には、行為媒介者が自律的に行
（50）
為していないことが、要件となる。
また、過失犯の間接正犯性も、自律性原理により、行為媒介者が自律的に
行為していないことが要件となる。それゆえに、過失間接正犯は、背後者が
（51）
行為媒介者に対して優越的な回避力を有する場合にのみ成立する。もっと
も、特別類型として、第三者の誤った態度を補正する義務の事例が考えられ
る。この場合、優越的な回避力が欠けるとしてもなお間接正犯とすべきかが
（52）
問題となるが、これは直接正犯となるので、間接正犯は成立しない。
この自律性原理に基づく遡及禁止に、帰属の観点から修正を迫るのが、共
同正犯規定（ドイツ刑法25条2項）である。ここでは個別の行為寄与によっ
て、個別的関与者が、帰属主体となるのではない。むしろ、法は一定の条件
の下で、複数人を集団と見なしている。この人的な統一体に、共同作業が全
体として帰属する。それゆえ、この人的な共同体に関与する者は、集団の仕
事に対して責任を負うことになる。そして、共同正犯の（一つ目の）要件で
ある「共同の行為計画」が、この集合的な人格を設立するのである。この共
同の行為計画は、各共同正犯者の行為寄与によって実行に移される。これが
共同正犯の二つ目の要件とされなければならない。正犯性は構成要件実現と
関連するので、共同正犯は、集合的な人格が構成要件該当的に行為すること
が必要であり、各共同正犯者は、この構成要件該当行為に関与しなければな
(53）
らない。
過失犯の共同正犯の場合には、共同の行為プロジェクトが必要である。こ
の全体行為は、客観的には法的に許されない危険の設定でなければならず、
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共同正犯者らは、さらに共同の計画によりあらかじめ計画に組み込まれた寄
与を果たさなければならない。そして、主観的にも、各人がこのプロジェク
（54）
トの危険性を認識可能であり、認識しなければならない。
（4）検討
Re"z伽加s〃の見解は、自律性原理に基づく遡及禁止により、過失行為が介
在した場合の過失背後者の正犯性の基準について議論を行っており参考にな
る。また自律性原理によって、共同正犯の場合にも特殊な人格帰属主体を観
念し、それに対する帰責を認めることによって、過失犯の共同正犯を肯定す
る理論構成も、興味深い。しかし、結論から述べれば、この見解をそのまま
の形で日本においても主張することは問題がある。
第一に、この見解は間接正犯と直接正犯を異なるものとして理解している
が、日本では（ドイツと異なり）間接正犯と直接正犯は、どちらも刑法各則
条文だけで処罰されるという意味で全く同じであると解されており、（次章
で参照する）学説も両者の同質性を論証してきた。それゆえ、直接正犯と間
接正犯を別のものと扱う前提には問題がある。また、過失行為が介在した場
合に、背後の過失行為者の正犯性を制限する場合を認めるが、このような理
（5）
解が日本でも常に貫徹できるかは、十分な検討が必要であろう。
第二に、自律性原理から、共同正犯の場合には行為寄与を結合させる集合
的人格を認めるが、行為者らの行為寄与を結合させる為には、必ずしも特
殊な人格を観念する必要があったかは疑問である。特に、我が国では、共同
意思主体説が、団体責任であるとして批判された。それゆえに、特殊な人格
を想定して、これに対する結果帰責を認める共同正犯論には、抵抗感が根強
いo
このようにしてみてみると、遡及禁止により過失間接正犯成立の限界を明
確化したという点については賛同できるものの、その根拠づけとなった自律
性原理には、問題があるだろう。
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第3節問題提起としての小括
過失犯においても単独犯と共同正犯は区別されるべきである。なぜなら、
単独正犯と共同正犯は、要件・効果が異なるからである。学説においては、
意思連絡に着目して区別する見解や、義務内容に着目して区別する見解が存
在したが、妥当ではない。注目されるべきは、Re7zz伽班ﾙjの自律性原理によ
り過失間接正犯の成立範囲を限界づける試みである。もっとも、この議論は
そのままの形で日本において主張することは難しい。なぜなら、直接正犯と
間接正犯を異質なものとする前提を採っているからである。また、管理監督
過失などの場合を念頭に置くと、過失行為の介在のみで背後の過失行為者の
正犯性が否定されるとする結論は、多くの論者には、疑問があると思われ
(56）
る。
そこで本稿では、次章にて、我が国における故意犯の間接正犯論を参照す
ることにする。
(1)より正確に表現すれば、背後者の行為が過失であり、かつ、行為媒介
者の行為も過失で、犯罪結果が発生した場合である。背後者が故意、行為
媒介者が過失の場合の間接正犯ついては、大塚仁「過失行為の利用と間接
正犯」日沖憲郎博士還暦祝賀「過失犯（1）基礎理論』（有斐閣、1966年）
229頁以下、香川達夫「過失行為の利用と間接正犯(1)(2．完)」警察研
究61巻7号(1990年)3頁以下、61巻8号(1990年)3頁以下参照。
（2）先駆的研究として、内田文昭「刑法における過失共働の理論』（有斐閣、
1973年）5頁以下。
（3）ドイツでは、近時、過失犯にも限縮的正犯概念を妥当させ、過失犯
の共同正犯を肯定する見解が、有力になりつつあるが、通説は、なお、
統一的正犯概念をとっていると評価されている。v91.A""〃"Hqy",
in:SystematischerKommentarzumStrafgesetzbuch,Bd.1,7.Auf1.,
2006,@25Rn.150;B2TMSc賊"2mα"",in:LeipzigerKommentarzum
Strafgesezbuch,12.Auf1.,2006,925Rn.217;Ut"2M"""α"",in:Helmut
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Satzger/BertramSchmitt/GunterWidmaier(Hrsg.),Strafgesetzbuch
Kommentar,2009,@25Rn.33;"""SK〃"cﾉj,in:BerndvonHeintschel-
Heinegg(Hrsg.),StrafgesetzbuchKommentar,2.Aufl.,2010,@25
Rn.57;G""#h"Hei"e,in:AdolfSch6nke/HorstSchr6der(Hrsg.),
StrafgesetzbuchKommentar,28.Aun.,2010,Vor@25Rn.115;Kris伽〃
KMI,StrafgesetzbuchKommentar,27.Aun.,2011,@25Rn.13;Mαγ"〃
PIz"JWM"'",in:AnwaltKommentarStGB,2011,925Rn.75;肋胸J7Ig
ノ0echs,in:M伽chenerKommentarzumStrafgesetzbuch,Bd.1,2.Aun.,
2011,@25Rn.273;肋胸wzgJoeChs,StudienkommentarStGB,10.Aun.,
2012,@25Rn.104f.;I/b伽γ""s,in:HolgerMatVJoachimRenzikowski
(Hrsg.),StrafgesetzbuchKommentar,2013,925Rn､100;肌施α"g
Sc〃〃,in:UrsKindhauser/UlfridNeumann/Hans-UllrichPaeffgen(Hrsg.),
Strafgesetzbuch,Bd.1,4.Aufl.,2013,@25Rn.148;Ra肋I"g"wger,in:
GesamtesStrafrechtHandkommentar,3.Auil.,2013,@25Rn､57;Mo7"as
FMSc/W,StrafgesezbuchundNebengesetze,60.Aufl.,2013,925Rn.24ff;
UTFKj"肋""s",StrafgesetzbuchLehr-undPraxiskommentar,5.Aun.,
2013,Vor@25Rn.48.
過失犯の共同正犯に関する近時のドイツの議論の現状については次の
文献を参照。vgl.K/α"sGW)",DieMittiterschaft(@25Abs.2StGB),
JURA2011,S.32ff.;LMsGreco,Kausalitats-undZurechnungsfragen
beiunechtenUnterlassungsdelikt,ZIS2011,S.688;ノ0伽""esK"l)",
GrundproblemederFahrlassigkeitsdelikte,JuS2012,S.116;K怖加〃KM/,
StrafrechtAllgemeinerTeil,7.AuH"2012,@20Rn.116aff.
（4）高橋則夫『刑法総論』（成文堂、第2版、2013年)456頁。さらに、山
中敬一「刑法総論』（成文堂、第2版、2008年)366頁も、過失犯に統一的
正犯概念が妥当すると解するが、高橋の見解とは異なり、同書849頁にて、
過失犯の共同正犯を肯定している。
（5）過失犯の共同正犯に関する日本の議論の現状については、別稿にて検
討を加えている（今井康介「過失犯の共同正犯について（3）」早稲田大学
大学院法研論集148号(2013年)25頁以下)。さらに川端博ほか編『裁判例
コンメンター ル』（立花書房、2006年）537頁以下〔高橋則夫〕、浅田和茂＝
井田良編『新基本法コンメンター ル刑法』（日本評論社、2012年）181頁以
下〔島田聡一郎〕参照。
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（6）古くから我が国の判例は、（積極的に過失間接正犯を認めるわけでは
ないが）少なくとも過失間接正犯が問題となりそうな場合、利用者に、過
失単独正犯を認める。例えば、大判大正13年9月11日刑集3巻618頁、大判
昭和6年12月2日評論21巻刑法79頁、大判昭和17年2月6日刑集21巻11頁、
大判昭和13年10月14日刑集17巻759頁、大阪高判昭和26年12月10日高刑集4
巻11号1527頁。なお、これらの判決の後、最高裁は、最判昭和28年1月23
日刑集7巻1号30頁にて、過失犯の共同正犯を肯定するに至った。
さらに、日本の通説的見解も、過失間接正犯を認めている。この点につ
いては、大塚仁『総合判例研究叢書刑法（21)』（有斐閣、1963年）52頁、
団藤重光編「注釈刑法（2）のⅡ」（有斐閣、1969年）694頁以下〔大塚仁〕、
内田文昭『刑法概要中巻」（青林書院、1999年）458頁、外木央晃「過失に
よる共犯」明治大学大学院法学研究論集37号(2012年)213頁以下参照。
これに対し、ドイツでは、少数ながら過失犯の間接正犯を否定する見解
が主張されている。vgl.R剛加γ#M""zzc"K"J馳伽G伽'"H'〃Z郷
StrafrechtAllgemeinerTeilTeilband2,7.Aufi.,1988,@48Rn.2;Htz"s‐
仇加γ仙火schech/mO7"as肋呼"d,LehrbuchdesStrafrechtsAllgemeiner
Teil,5.Aufl.,1996,S.664;〃増e"Ba""'α""/肌耽〃肋6"woligw'gM"",
StrafrechtAllgemeinerTeil,11.Aufl.,2003,@29Rn.120;WMerGrO",
StrafrechtAllgemeinerTeil,3.Aun.,2005,910Rn.62;Beγ"〃H'加耽〃，
StrafrechtAllgemeinerTeilll,2.Aufl.,2010,Rn.1245.
（7）間接正犯と共同正犯の区別は、もちろん、故意犯でも必要である。間
接正犯か、（共謀）共同正犯か、さらには教唆犯かが実際に問題となった事
件として、最決平成13年10月25日刑集55巻6号519頁。本決定については、
松宮孝明「判批」法学セミナー567号（2002年）110頁、島田聡一郎「判批」
法学教室259号(2002年)124頁、同「判批」ジュリスト1224号(2002年）
156頁、松原久利「判批」受験新報615号(2002年)14頁以下、高橋則夫「判
批」現代刑事法43号(2002年)94頁以下、亀井源太郎「実務における正犯
概念」判例タイムズ1104号(2002年)23頁以下、北原一夫「判批」研修647
号(2002年)89頁、東公明「判批」創価法学32巻1=2号(2002年)243頁、
清水真「判批」判例評論533号（2003年）33頁、岡野光雄「刑事未成年者の
利用と共謀共同正犯」研修661号（2003年）3頁以下、斉藤彰子「判批」判
例セレクト2002(2003年)31頁、橋田久「正犯と共犯」町野朔ほか編『ロー
スクール刑法総論』（信山社、2004年)123頁以下、平木正洋「判解」『最判
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解刑事篇平成13年度』（法曹会、2004年)146頁以下、山口厚『基本判例に
学ぶ刑法総論』（成文堂､2010年)234頁以下、小名木明宏「判批」井田良＝
城下裕二編『刑法総論判例インデックス』（商事法務、2011年）224頁以下、
前田雅英「間接正犯と共同正犯と教唆犯」警察学論集65巻7号(2012年）
176頁以下、同『最新重要判例250〔刑法〕』（弘文堂、第9版、2013年）73
頁参照。
（8）この点については、島田聡一郎「間接正犯と共同正犯」神山敏雄先生
古稀祝賀論文集『第1巻過失犯論・不作為犯論・共犯論』（成文堂、2006
年）445頁以下参照。
（9）共同正犯を加重処罰される狭義の共犯と解し、因果性を前提にして、
相方向的な因果的寄与による「共同性」と、事前的に見て既遂構成要件に
該当する行為を行ったこと、ないし結果との仮定的条件関係の存在による
「重要な役割」が認められる場合に、過失犯の共同正犯を認める嶋矢貴之
「過失犯の共同正犯論一共同正犯論序説一（1）（2．完)」法学協会雑
誌121巻1号(2004年)77頁以下、121巻10号(2005年)1657頁以下は、暗
黙の内にこのような前提を有していると思われる。
(10)小野清一郎『犯罪構成要件の理論』（有斐閣、1953年)270頁、さらに
同『新訂刑法講義総論』（有斐閣、1948年）202頁以下。
(11）松宮孝明『刑法総論講義』（成文堂、第4版、2009年)270頁、西田典
之「刑法総論』（弘文堂、第2版、2010年)384頁、さらに今井康介「共同
正犯の客観的帰責構造一一取締役会の場合を念頭に置いて－」上智法学
論集55巻3＝4号(2012年)95頁以下参照。
(12）65条1項の「共犯」は、共同正犯を含むと解するのが、現在の判例・
通説である（川端博ほか編『裁判例コンメンタール刑法第1巻」（立花書
房、2006年)624頁〔西田典之〕、西田典之ほか編『注釈刑法第1巻』（有斐
閣、2010年)965頁以下〔小林憲太郎])。共同正犯を含めることに反対する
のは、団藤重光『刑法綱要総論』（創文社、第3版、1990年)420頁、大塚
仁『刑法概説（総論)』（有斐閣、第4版、2008年)333頁、福田平『全訂刑
法総論』（有斐閣、第5版、2011年）294頁。
(13）嶋矢貴之「過失競合と過失犯の共同正犯の適用範囲」「三井誠先生古稀
祝賀論文集』（有斐閣、2012年)209頁。
(14）この点が、実際に問題となったのが、最決平成22年5月31日刑集64巻
4号447頁（松宮孝明「『明石歩道橋事故』と過失犯の共同正犯について」
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立命館法学338号(2011年)1917頁以下参照)、さらに、神戸地判平成25年
2月20日公刊物未掲載（松宮孝明「公訴時効停止要件としての『共犯』の
意味」法学セミナー 707号(2013年)117頁参照）である。
(15）嶋矢・前掲注(13)207頁。さらに、後述する内海の見解も参照。
(16）これに対し、故意犯における間接正犯と共同正犯の区別について、多
くの見解は、共同正犯に意思連絡を不可欠の要件であると解し、意思連絡
の有無に着目して区別を行う。この点については、高窪喜八郎＝久禮田益
喜『法律学説判例総覧刑法総論』（中央大学出版部、第3版、1966年)581
頁、大塚仁『注解刑法』（青林書院、増補第2版、1977年）393頁、大塚仁
ほか編『大コンメンタール刑法第5巻』（青林書院、第2版、1999年)130
頁以下〔村上光鶉〕。
そして、意思連絡が認められず、単独正犯が同時に複数成立する場合を
「同時犯」と呼んでいる。日本では、荘子邦雄「同時犯」木村亀二編『刑
法（総論)』（青林書院新社、1962年)403頁以下、大塚仁編『判例コンメン
タール8刑法I』（三省堂、1976年)511頁〔木村静子〕、野阪滋男「同時
犯」石川才顯編『刑法」（日本評論社、新版、1983年)143頁以下、四條北
斗「同時犯」斉藤誠二＝船山泰範編『演習ノート刑法総論』（法学書院、第
5版、2013年)170頁以下、ドイツでは、M〃加例"c",DerTaterneben
demTater,GA1975,S.161ff.;Uz"eM肌γ畑α"〃,DieNebentaterschaftim
Strafrecht,1993,183ff;〃γ3.,GrundkursStrafrecht,2.AuH"2013,@27Rn.
19参照。もっとも、同時犯が（複数個）成立するということ自体には、特
別な法的な意味はないと考えられている。
(17）内田説の変遷については、長井圓『交通刑法と過失正犯論』（法学書院、
1995年）224頁以下、大越義久「過失犯の共同正犯」『内田文昭先生古稀祝
賀論文集』（青林書院、2002年)263頁以下参照。
(18）内田・前掲注(2)10頁以下参照。
(19）内田文昭『総合判例研究叢書刑法（26)』（有斐閣、1965年）171頁。当
時の内田説は、意思連絡がない場合であっても共同正犯を認めていた。す
なわち、「個々の独立した行為の『共働』の場合には、積極的な意思の連絡
があって、はじめて過失共同正犯が可能であるのに反し、共同行為に基づ
く「共働」にあっては、特に「意思連絡」の有無につき検討を加えるまで
もなく、過失共同正犯を考えることが可能である」とする。さらに、内田・
前掲注（2）215頁以下参照。ただし、内田は、意思連絡要件を完全に撤廃
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する見解には批判的である（内田文昭「最近の過失共同正犯論について」
研修542号（1996年）35頁参照)。
(20）内田文昭『改訂刑法I(総論)』（青林書院、補正版、2009年)295頁。
(21）内海朋子『過失共同正犯について』（成文堂、2013年）249頁以下。
(22）内海・前掲注（21）254頁。
(23）かつて、意思連絡が共同正犯の不可欠の要件であるかについて、「共
犯学説｣、「共同正犯の構造論｣、「共犯の処罰根拠論｣、「片面的共同正犯の
成否」という4つの観点から検討を加えた大越義久「共同正犯の成立要件」
同『共犯論再考』（成文堂、1989年）55頁以下は、いずれの観点からも、意
思連絡が共同正犯の不可欠の要件であることは導けないとする。
また、共同正犯の「共同性」が、心理的・事実的観点からではなく、規
範的観点から決定されるべきであるとする金子博「過失犯の共同正犯につ
いて－「共同性」の規定を中心に－」立命館法学326号(2009年)26頁
以下も、共同性の根拠として、意思連絡を要求することを批判する。
(24）我が国における共同義務の共同違反説の始祖として、藤木英雄「過失
犯の共同正犯」研修263号（1970年）13頁以下。
(25）松宮孝明「『明石歩道橋事故』と過失犯の共同正犯について」立命館法
学338号（2011年）135頁以下、同「『過失犯の共同正犯」の理論的基礎につ
いて－－大塚裕史教授の見解に寄せて－－」立命館法学339=340号(2012
年）499頁以下。
(26）大塚裕史「過失犯の共同正犯」刑事法ジャーナル28号(2011年)11頁
以下は、共同義務の共同違反説を主張するが、「共同義務の共同違反は、結
局、何らかの基準によって過失犯の共同正犯が成立することが決まった後
に、『共同実行』の内容を示す説明概念に過ぎない」として、具体的な基準、
内容を探究している。
(27）大塚裕史「過失犯の共同正犯の成立範囲一明石花火大会歩道橋副所
長事件を契機として－」神戸法学会雑誌62巻1＝2号（2012年）16頁。
(28）大塚・前掲注(27)20頁。
(29）大塚・前掲注（27）45頁。
(30）大塚・前掲注（27）44頁。
(31）さらに大塚裕史『刑法総論の思考方法』（早稲田経営出版、第4版、
2012年)589頁以下参照。
(32）過失犯の共同正犯肯定説の側からの学説の概観として、Re加加γzI
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F畑"肉,DasStrafgesetzbuchftirdasDeutscheReich,18．Aufl.,1931,S.
110if;"0"sc〃伽MHO7:stScﾉｶγM2γ,Strafgesetzbuch,7.Auil.,1954S､188
（同書8版では否定説に改説);E"畑例MMeZg",in:LeipzigerKommentar
zumStrafgesetzbuch,Bd.1,8.Aufl.,1957,S.255;E伽αγzjK0〃γα例sc/i/
Ric加噸Lα昭e,Strafgesetzbuch,43.Aufl.,1961,S､174f参照。
否定説の側からの概観として、Rjc伽γzIB"sch,in:LeipzigerKommentar
zumStrafgesetzbuch,9.Aufl.,1974,@47Rn.23;O"0Sc伽ﾉαγz，
StrafgesetzbuchundNebengesetze,21.Aufl.,1958,S.126;HoJg"
PMse"伽"z,Strafgesetzbuch,30.Aun.,1978,S.151;E"cﾉISα畑so",in:
SystematischerKommentarzumStrafgesetzbuch,Bd.1,5.Aun.,1985,
§25Rn.54;ん"γCγαm",in:AdolfSch6nke/HorstSchr6der(Hrsg.),
StrafgesetzbuchKommentar,25.Aun"1997,Vor@25ffRn.112;H'γ此冗
乃伽〃e,StrafgesetzbuchundNebengesetze,48.Aufl.,1997.@25Rn.10f;
K"JL""",Strafgesetzbuch,22.Aun.,1997,@25Rn.13参照。
(33）ドイツでは、皮革スプレー事件(BGHSt37,106)以後、過失犯の
共同正犯を肯定する見解が、増加している。この事件については、日本
では、岩間康夫『製造物責任と不作為犯論』（成文堂、2010年)5頁以
下、ドイツでは､ノoe増Bm"21"se",Kausalitats-undTaterschaftsfragen
beiProduktfehlern,Jural991,S.533ff.;A"d""Hqy27,Dietraditionelle
StrafrechtsdogmatikvorneuenHerausforderungen:Problemeder
strafrechtlichenProdukthaftung,GA1996,S.160丘が詳しい。
この皮革スプレー事件以降で、過失犯の共同正犯を肯定する見解とし
て、z.B.Be加"α肌批γ,Kausalitats-undTaterschaftsproblemebeider
strafrechtlicheWUrdigungpflichtwidrigerKollegialentscheidung,1991,
S.117ff.;S"s"""e凧z肋",Eigenverantwortlichkeitundstrafrechtliche
Zurechnung,1991,S.117if;ノ027gBm"""se"H"""0K"se7･,HeiBeNacht
inderChemiefabrik,JURA1992,S.38丘;〃埴e"Esc〃"伽c",Zurechnung
imStrafrecht,JURA1992,S.637ff.;I物γ""Be"/he/G7･ego7･Bzzcﾉ伽α""，
Die,.Lederspray-Entscheidung"-BGHSt37,106,JuS1992,S.744;Eric
IMgeMolfFragenderKausalitatbeiGremienentscheidungenam
BeispieldesLederspray-Urteils,NStZ1994,S,563ff.;Eγ"s〃0α‘ん伽
Lα岬e,SystemunrechtundUnrechtssysteme,ZStW106,1994,S.693;
He"〃γtSc加畑α〃〃,RezensionzuSchmidt-Salzer,Produkthaftung,
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Bandl,StV1994,S.110;"MMCﾉIDe"ch",KausalitatundGesamttat,
1996,S.174ff.;S"0"2Kamm,DiefahrldssigeMittaterschaft,1999,
S.175ff.;S""g-Ryo"gK",DieAnalysedes"gemeinschaftlichen
Begehens"imSinnedes@25Abs.2StGBunddieMittaterschaftbeim
Fahrlassigkeitsdelikt,2001,S.281ff.;"exa""TSc伽α/,Strafrechtliche
VerantwortlichkeitbeiGremienentscheidunginUnternehmen,2001,S.
242ff.;Chγ航叩ルK'zα"",DieKollegialentscheidungimStrafrecht,2001,
S.190ff.;Mﾙ0/a"sBosch,OrganisationsverschuldeninUnternehmen,
2002,S.302ff.;St〃"〃Sc伽〃",RisikoherrschaftalsTaterschaftsattribut
unddieBeteiligungsformenderfahrlassigenErfolgsdelikte,2003,S.
272ff.;St碗冗遅勉"",NotwendigkeitundLegitimitatderfahrlassigen
Mittaterschaft,JURA2004,S.525;Dα"〃H〃"lg,DieMittaterschaftbeim
Fahrlassigkeitsdelikt,2005,S.235ff.;凡γ"α""0G"α"αγ花畑eS伽c/MzZIjzzzm,
TaterschaftbeimFahrlissigkeitsdelikt,2007,S、48ff.；乃畑ohoUjs"",
FahrlassigeMittaterschaftinJapan,ZStW119,2007,S:787;C〃γjs伽〃
Beche7,DasgemeinschaftlicheBegehenunddiesogenannteadditive
Mittaterschaft,2008,S.181ff.;4""〃""qy",Wozubrauchenwireine
fahrlassigeMittaterschaft？，in：FestschriftfUrlngeborgPuppe，2010,S，
515ff
近時の肯定説は、共犯者相互に行為寄与が帰属される根拠に応じて、3
つの立場に分けることが出来る。第1の立場は、客観的な態度の適合な
いし規範的な観点からの共同性を認める見解である。Z.B.H(zwDO"0,
TaterschaftundTeilnahmeimFahrlassigkeitsbereich,in:Festschrift
ftirGnnterSpendel,1992,S.271ff.;HeikoH.Lesc/j,DieBegriindung
mittaterschaftlicherHaftungalsMomentderobjektivenZurechnung,
ZStW105,1993,S.278ff.;"exuα〃ﾘｨ/Wzel,BeteiligungbeiFahrlassigkeit,
2006,S.286ff.
第2の立場は、特に認識ある過失の場合に、意識的・意欲的共同という
共同正犯の本質を見いだす見解である。vgl.LoWzTKI4〃e",Strafrechtliche
Produkthaftung,in:50JahreBundesgerichtshof,BandlV.,200,S.647ff;な
お、若干異なるが、HoKstSc"eﾉj唯γ,TiterschaftlicheFahrlassigkeit,in:
FestschriftfiirRolfDietrichHerzberg,2008,S.366ff.もこの立場に属すると
いえよう。
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残る第3の立場は、細部に相違はあるが、最大公約数的には、おおむね（危
険な）共同の行為計画（プロジェクト）とその認識をもって、相互的な行為帰
属を認める。vgl.B伽"α肌批γ,GibteseinefahrlassigeMittaterscha仕?,
JZ1998,S.230ff;Geo7gKIW)",ZumAbgrenzungderTaterschaftsfOrmen,
GA1998,S.526;A〃〃ezzsRa"sieﾙ,StrafrechtimUnternehmenund
Konzern,ZGR1999,S.637ff.;乃形s"Ro"ig"ezMo剛α〃s":Kausalitat
undTaterschaftbeirechtswidrigenKollegialentscheidungen,in:Bernd
ScMnemann/HansAchenbach/WilfriedBottke/BernhardHaffke/Hans-
JoachimRudolphi(Hrsg.),FestschriftfiirClausRoxinzum70.Geburtstag
aml5.Mai2001,S.326;Diego-M伽肌eJL"z伽〃"α/Mjg"e/D伽yGa畑α，
ObjektivepositiveTatbestimmungundTatbestandsverwirklichung
alsTaterschaftsmerkmale,in:FestschriftfiirClausRoxin,2001,S、605ff.;
cMstqfRMIo/Mic伽gjaC/j"ﾉﾙα,Fahrlassigkeit,Mittaterschaftund
Unsorgfaltsgemeinschaft,SchZStR2002,S.160ff.;ノOach伽Re"zjhouJs",Die
fahrlassigeMittaterschaft,in:FestschriftftirHarroOtto,2007,S.423丘
以上のような、肯定説の増加にともない、教科書・体系書類においても、
肯定説が増加している。vgl.4M""Ra"s",Unternehmensstrafrecht,
1996,S.67ff.;αα"sRox",StrafrechtAllgemeinerTeilBandll,2003,@25
Rn.242;Ge伽γzISehγ,in:UdoEbert(Hrsg.),StrafrechtAllgemeinerTeil,
2003,S.37;Haw･00"0,GrundkursStrafrechtAllgemeineStrafrechtslehre,
7.Aufl.,2004,921Rn.114ff.;E7jCH"gβ"伽城Fallszammlungzum
StrafrechtAllgemeinerundBesondererTeil,2008.S.63.;B""
Hej"γjcﾉj,StrafrechtAllgemeinerTeilll,2.Aufl.,2010,Rn､999;G"加舵γ
S伽z花"meγtﾉj/Loj伽γKi4〃e",StrafrechtAllgemeinerTeil.,6.Aun.,2011,
§17Rn.7;R""0"Re"g",StrafrechtAllgemeinerTeil,4.Aun.,2012,
§53Rn.3ff.;ﾉ0伽""esWesse〃肋γ""BeIM"H'加伽S"zge7,Strafrecht
AllgemeinerTeil,43.Aufl.,2013,Rn、507;He伽〃tル伽",Strafrecht
AllgemeinerTeil,6.Aufl.,2013,926Rn.4ff
(34）αα例sRox",TaterschaftundTatherrschaft,2.Aufl.,1967,527f
(35)RoX伽,a・a､O.(Anm.34),S.535f
(36)Rox",a.a.O.(Anm､34),S.536ff
(37)Ro"伽,a.a.O.(Anm.34),S.539.
(38)Rox",a.a.O.(Anm.34),S.539ff
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(39)Ro"",a・a.0.(Anm.34),S.541.
(40)RoXm,a.a.O.(Anm.34),S.542f
(41)Ro"伽の見解の紹介・検討として、中義勝「クラウス・ロクシン『正犯
と行為支配』(1)～(3･完)」関西大学法学論集15巻2号(1965年)72
頁以下、15巻3号（1965年）79頁以下、17巻5号（1968年）92頁以下、団
藤重光「過失犯と人格責任一一過失犯の共同正犯の問題に関連して－－」
日沖憲郎先生還暦祝賀『過失犯（1）』（有斐閣、1966年)78頁以下。ただ
し、その後Roxinが改説している点に注意を要する。
(42)RO"",a.a.O.(Anm.34),S.536.
(43)H"M9,a.a.O.(Anm.33),S.167f
(44)Vg1.Inge607gPIW)e,WiderdiefahrlassigeMittaterschaft,GA2004,S.
135．
(45)Vgl.KtZm畑,a.a.O.(Anm.33),S.117.
(46)Vgl.CIMsRox",TaterschaftundTatherrscha此3.Aua.,1975;(MS.,
in:LeipzigerKommentarzumStrafgesetzbuch,11.Aun.,2003．§25Rn.
217丘
(47)Ro"",a.a.O.(Anm､33),ATII,925Rn.242.この部分は、（義務犯で
はなく）支配犯の章の中での記述である。
(48)Ro"",a.a.O.(Anm.34),S.542.
(49)Vgl.ルα"h,a.a.0.(Anm.32),S.14f.;Eγ"s〃OaCh畑La"e,
TaterschaftbeifahrlassigerStraftat,ZStW71,1959,S.614;肌施α"g
Mz"che,UberdasRegreBverbotimStrafrecht,ZStW76,1964,S.438;
f〃加伽ルM⑳",StrafrechtAllgemeinerTeil,1967,S.73.なお日本では、
山口厚「刑法総論』（有斐閣、第2版、2007年)68頁。
(50）ノoacﾉ'"Re"zjhouJs",RestriktiverTaterbegriffundfahrlassige
Beteiligung,1997.S.72f.
(51)Re"z伽加",a.a.O.(Anm.50),S.273ff
(52)Re""Ou/W,a.a.0.(Anm.50),S.278"
(53)Re"z伽z"s",a.a.O.(Anm.50),S.101f
(54)Re""or"",a.a.O.(Anm.50),S.103.
(55）このような余地を認めるのは、松生光正「過失による共犯（二．完)」
法学論叢117巻5号（1986年）47頁、安達光治「客観的帰属論の生成と展開
（四．完)」立命館法学273号(2000年)134頁。
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(56）管理・監督者の過失が問題となる局面が多いであろう。この場合、多
くの見解は、過失行為の介在を、正犯性の制限という枠組みを使わず、可
罰性の制限は、主に、予見可能性の問題として処理しているように思われ
る。管理・監督過失については、島田聡一郎「管理監督過失における正犯
性、信頼の原則、作為義務」山口厚編『クローズアップ刑法総論』（成文堂、
2003年)80頁以下参照。
